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(57)【要約】
【課題】階調反転が抑制され、白輝度が向上した液晶表示装置の提供。
【解決手段】第一の偏光膜、第一の位相差フィルム、第一の液晶セル基板、第二の液晶セ
ル基板、第二の位相差フィルム、および第二の偏光膜を該順に有し、第一の液晶セル基板
と第二の液晶セル基板の間に液晶分子を一方の液晶セル基板から他方の液晶セル基板に向
けて略９０°の角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有し、第一の偏光膜と第二の
偏光膜の吸収軸が互いに直交し、
第一の位相差フィルムの遅相軸が第一の偏光膜の吸収軸に対し、略４５°の角度をなし、
第二の位相差フィルムの遅相軸が第二の偏光膜の吸収軸に対し、略１３５°の角度をなし
、第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの遅相軸が互いに直交し、第一の位相差
フィルムと第二の位相差フィルムの波長５５０ｎｍにおける面内レターデーション（Ｒｅ
（５５０））が同じ値であり、第一の位相差フィルムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５
５０）≦５５である、液晶表示装置。
【選択図】　　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
第一の偏光膜、第一の位相差フィルム、第一の液晶セル基板、第二の液晶セル基板、第二
の位相差フィルム、および第二の偏光膜を該順に有し、
第一の液晶セル基板と第二の液晶セル基板の間に液晶分子を一方の液晶セル基板から他方
の液晶セル基板に向けて略９０°の角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有し、
第一の偏光膜と第二の偏光膜の吸収軸が互いに直交し、
第一の位相差フィルムの遅相軸が第一の偏光膜の吸収軸に対し、略４５°の角度をなし、
第二の位相差フィルムの遅相軸が第二の偏光膜の吸収軸に対し、略１３５°の角度をなし
、
第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの遅相軸が互いに直交し、
第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの波長５５０ｎｍにおける面内レターデー
ション（Ｒｅ（５５０））が同じ値であり、
第一の位相差フィルムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５５０）≦５５である、
液晶表示装置。
【請求項２】
第一の位相差フィルムおよび第二の位相差フィルムが、それぞれ、斜め延伸二軸フィルム
であり、斜め延伸二軸フィルムの長手方向と第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θが、
０＜θ＜９０である、請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θが、４０＜θ＜５０である、請求項１または２に
記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はＴＮモードの液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
ＴＮ型液晶表示装置には、階調反転が生じやすいという問題がある。従来は、光学補償フ
ィルムにより、黒表示時の残留レターデーションを補償することで、階調反転についても
ある程度良化していた。
　一方、階調反転を改善する方法として、特許文献１では、複屈折モードの液晶表示装置
を使うことが検討されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００６－２８５２２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明者が検討したところ、複屈折モードでは一般的に階調反転は生じにくいが、白表
示時の正面輝度（以下、単に、「白輝度」ということがある）が低下する傾向にあること
が分かった。本発明はかかる課題を解決することを目的としたものであって、下方向の階
調反転が生じにくく、かつ、白輝度が向上した液晶表示装置を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　かかる状況のもと、本願発明者が鋭意検討を行った結果、位相差フィルムとして、所定
の遅相軸の角度を有し、面内レターデーション（Ｒｅ）が５≦Ｒｅ（５５０）≦５５のフ
ィルムを用いることにより、上記課題を解決しうることを見出した。具体的には、以下の
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手段により、上記課題は達成された。
＜１＞第一の偏光膜、第一の位相差フィルム、第一の液晶セル基板、第二の液晶セル基板
、第二の位相差フィルム、および第二の偏光膜を該順に有し、
第一の液晶セル基板と第二の液晶セル基板の間に液晶分子を一方の液晶セル基板から他方
の液晶セル基板に向けて略９０°の角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有し、
第一の偏光膜と第二の偏光膜の吸収軸が互いに直交し、
第一の位相差フィルムの遅相軸が第一の偏光膜の吸収軸に対し、略４５°の角度をなし、
第二の位相差フィルムの遅相軸が第二の偏光膜の吸収軸に対し、略１３５°の角度をなし
、
第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの遅相軸が互いに直交し、
第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの波長５５０ｎｍにおける面内レターデー
ション（Ｒｅ（５５０））が同じ値であり、
第一の位相差フィルムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５５０）≦５５である、
液晶表示装置。
＜２＞第一の位相差フィルムおよび第二の位相差フィルムが、それぞれ、斜め延伸二軸フ
ィルムであり、斜め延伸二軸フィルムの長手方向と第一の位相差フィルムの遅相軸の角度
θが、０＜θ＜９０である、＜１＞に記載の液晶表示装置。
＜３＞第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θが、４０＜θ＜５０である、＜１＞または
＜２＞に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明により、階調反転が生じにくく、白輝度が向上したＴＮモードの液晶表示装置を
提供可能になった。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、本発明における軸の角度の方向の考え方を示す概念図である。
【図２】図２は、本発明の液晶表示装置の一例を示す概略図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明について詳細に説明する。尚、本願明細書中、「～」とはその前後に記載
される数値を下限値および上限値として含む意味で使用される。なお、本明細書中、数値
範囲や数値については、本発明の属する技術分野で許容される誤差を含む数値範囲および
数値として解釈されるべきである。
【０００９】
　本明細書における角度は、便宜上、液晶表示装置を画面の法線方向から見たとき、液晶
表示装置の画面の下辺を０°とし、反時計回りの方向を正として記載する。例えば、図１
が画面を示しているとすると、矢印の方向を正として記載し、破線の矢印は、＋４５°と
なる。しかしながら、本発明の位相差フィルムや偏光板が液晶表示装置に組み込まれる際
、液晶表示装置の画面の下辺を０°として組み込まれていることは必須ではない。
　略９０°等の「略」とは、厳密な角度±５°未満の範囲内であることを意味する。厳密
な角度との誤差は、４°未満であることが好ましく、３°未満であることがより好ましい
。
　また、本明細書において、「平行」、「直交」とは、厳密な角度±５゜以下の範囲内で
あることを意味する。厳密な角度との誤差は、±４゜未満であることが好ましく、±３゜
未満であることがより好ましい。
【００１０】
本発明の液晶表示装置は、第一の偏光膜、第一の位相差フィルム、第一の液晶セル基板、
第二の液晶セル基板、第二の位相差フィルム、および第二の偏光膜を該順に有し、第一の
液晶セル基板と第二の液晶セル基板の間に液晶分子を一方の液晶セル基板から他方の液晶
セル基板に向けて略９０°の角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有し、第一の偏
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光膜と第二の偏光膜の吸収軸が互いに直交し、第一の位相差フィルムの遅相軸が第一の偏
光膜の吸収軸に対し、略４５°の角度をなし、第二の位相差フィルムの遅相軸が第二の偏
光膜の吸収軸に対し、略１３５°の角度をなし、第一の位相差フィルムと第二の位相差フ
ィルムの遅相軸が互いに直交し、第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの波長５
５０ｎｍにおける面内レターデーション（Ｒｅ（５５０））が同じ値であり、第一の位相
差フィルムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５５０）≦５５であることを特徴とする。
このような液晶表示装置を採用することにより、階調反転が起こりにくく、かつ、白輝度
を向上させることができる。一般的に白表示時に偏光膜間の位相差が実質的にλ／２にな
れば最も明るい白輝度が達成できる。しかしながら、本構成の液晶表示装置は略９０°の
角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有するため旋光性を有し、さらに、偏光膜の
吸収軸と位相差フィルムの遅相軸が直交でも平行でもないため、複屈折性も有する複雑な
モードである。従って、液晶セルだけで実質的にλ／２の位相差とするのは難しい。そこ
で、本発明では、上述の特定の構成において、位相差フィルムの遅相軸の角度θおよびＲ
ｅ（５５０）を所定の値とすることにより、偏光膜間の位相差を実質λ／２相当とするこ
とに成功したものである。
　なお、第一の位相差フィルムのＲｅ（５５０）と、第二の位相差フィルムのＲｅ（５５
０）とが同じ値とは、第二の位相差フィルムのＲｅ（５５０）が、第一の位相差フィルム
のＲｅ（５５０）の厳密な数値±５ｎｍ以下の範囲内であることを意味する。この範囲は
、±３゜未満であることが好ましく、±１゜未満であることがより好ましい。
【００１１】
　以下、図２に従って、本発明の構成を示す。しかしながら、本発明の構成がこれらに限
定されるものではないことは言うまでもない。
　図２は、本発明の液晶表示装置の一例を示す概略図であって、１は第一の偏光子を、２
は第一の位相差フィルムを、３は第一の液晶セル基板を、４は第二の液晶セル基板を、５
は第二の位相差フィルムを、６は第二の偏光子をそれぞれ示している。また、１１は、第
一の偏光子の吸収軸を、１２は第一の位相差フィルムの遅相軸を、１３は第一の液晶セル
基板のラビング方向を、１４は第二の液晶セル基板のラビング方向を、１５は第二の位相
差フィルムの遅相軸を、１６は第二の偏光子の吸収軸をそれぞれ示している。図２では、
第一の偏光子側が視認側になることが好ましい。以下、第一の偏光子の吸収軸１１を０°
として説明する。
【００１２】
　本発明では、第一の偏光膜の吸収軸１１と第二の偏光膜の吸収軸１６が互いに直交する
。すなわち、図２では、第二の偏光膜吸収軸は９０°となる。そして、本発明では、第一
の位相差フィルムの遅相軸が第一の偏光膜の吸収軸に対し、略４５°の角度をなし、第二
の位相差フィルムの遅相軸が第二の偏光膜の吸収軸に対し、略１３５°の角度をなす、こ
のような構成とすることにより、階調反転を効果的に抑制することができる。
【００１３】
　本発明ではさらに、第一の位相差フィルムの遅相軸２と第二の位相差フィルムの遅相軸
１５は互いに直交し、第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θが、０＜θ＜９０であるこ
とが好ましい。ここの角度θは、第一の位相差フィルムおよび第二の位相差フィルムを斜
め延伸二軸フィルムとすると、斜め延伸二軸フィルムの長手方向と第一の位相差フィルム
の遅相軸の角度θとして表される。例えば、図２では、第一の位相差フィルムの遅相軸２
が＋４５°であり、第二の位相差フィルムの遅相軸１５が－４５°となっている。しかし
ながら、本実施形態では、第一の位相差フィルムの遅相軸２と第二の位相差フィルムの遅
相軸１５は互いに直交し、第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θが０＜θ＜９０であっ
て、第二の位相差フィルムの遅相軸１５の角度はθ±９０°であればよい。例えば、第一
の位相差フィルムの遅相軸２が＋３０°であり、第二の位相差フィルムの遅相軸１５が－
６０°とすることもできる。第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θは、１０＜θ＜８０
が好ましく、１５＜θ＜７５がより好ましく、３０＜θ＜６０がさらに好ましく、４０＜
θ＜５０がさらに好ましく、略４５°が最も好ましい。このような範囲とすることにより
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、より白輝度が向上する傾向にある。
【００１４】
　さらに、本発明では、第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの波長５５０ｎｍ
における面内レターデーション（Ｒｅ（５５０））が同じ値であり、第一の位相差フィル
ムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５５０）≦５５であることを特徴とする。第一の位相
差フィルムのＲｅ（５５０）は、１０≦Ｒｅ（５５０）≦４５がより好ましく、１５＜Ｒ
ｅ（５５０）＜３５がさらに好ましい。
　また、第一の位相差フィルムおよび第二の位相差フィルムの厚さ方向のレターデーショ
ン（Ｒｔｈ（５５０））については、特に定めるものではないが、０≦Ｒｔｈ（５５０）
≦１６０が好ましい。また、視野角をより広くする観点からは、Ｒｔｈ（５５０）を４０
≦Ｒｔｈ（５５０）≦１２０とすることが好ましい。
第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムは、上記要件を満たす限り、互いに異なる
フィルムであってもよいが、好ましくは同じフィルムである。
【００１５】
　本発明における第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムは、通常、それぞれ、第
一の偏光子、第二の偏光子の保護フィルムを兼ねる構成である。第一の位相差フィルムと
第二の位相差フィルムは、斜め延伸二軸フィルムであることが好ましい。
　このような位相差フィルムは、特開２００３－３４２３８４号公報に記載の斜め延伸フ
ィルム、特開２０１１－０９５６９４号公報の段落番号００６５～０１１３に記載の延伸
フィルムを好ましく採用でき、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。また、フィル
ム材料としては、環状オレフィンフィルム（好ましくはノルボルネンフィルム）、セルロ
ースアシレートフィルム、アクリル樹脂フィルムが例示され、環状オレフィンフィルムお
よびセルロースアシレートフィルムが好ましい。これらのフィルムは、具体的には、特開
２００３－３４２３８４号公報、特開２０１１－０９５６９４号公報、特開２０１２－２
５１６７号公報に記載を参酌でき、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。また、本
発明では、斜め延伸二軸フィルムを採用する場合、斜め方向に延伸することが必要である
が、この場合の光学的な調整は、例えば、特開２０１２－０２５１６７号公報の記載に従
って行うことができる。
【００１６】
　本発明に利用される第一および第二の偏光膜については特に制限はない。偏光膜として
は、ヨウ素系偏光膜、二色性染料を用いる染料系偏光膜やポリエン系偏光膜のいずれを用
いてもよい。ヨウ素系偏光膜及び染料系偏光膜は、一般にポリビニルアルコール系フィル
ムを用いて製造する。偏光膜の吸収軸は、フィルムの延伸方向に相当する。従って、縦方
向（搬送方向）に延伸された偏光膜は長手方向に対して平行に吸収軸を有し、横方向（搬
送方向と垂直方向）に延伸された偏光膜は長手方向に対して垂直に吸収軸を有する。
【００１７】
　第一および第二の偏光膜の位相差フィルムを設けない側の面にも、保護フィルムを有し
ていることが好ましい。このような保護フィルムについては特に制限はなく、セルロース
アシレート系フィルム、環状オレフィン系ポリマーフィルム、ポリビニルアルコールフィ
ルム、ポリプロピレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、ノルボルネン系フィルム、
アクリル系フィルム、ＰＥＴ系フィルム等を用いることができる。
【００１８】
　本発明における液晶セルは、第一の液晶セル基板と第二の液晶セル基板の間に液晶分子
を一方の基板から他方の基板に向けて略９０°の角度でツイスト配向させて封入した液晶
層する。ツイスト角が９０°であると、高い正面コントラストを得る点で好ましい。
　本発明の液晶表示装置は、第一の液晶セル基板のラビング方向と第一の偏光子の吸収軸
のなす角が略４５°であり、第二の液晶セル基板のラビング方向と第二の偏光子の吸収軸
のなす角が略１３５°となっている形態が好ましい。
　ＴＮモードの詳細については、特開平６－２１４１１６号公報、米国特許５５８３６７
９号、同５６４６７０３号、ドイツ特許公報３９１１６２０Ａ１号の各明細書に記載があ
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る。また、ＩＰＳモードまたはＦＬＣモードの液晶セル用光学補償シートは、特開平１０
－５４９８２号公報に記載があり、これらの内容は本願明細書に組み込まれる。
【００１９】
　なお、本明細書において、Ｒｅ(λ)、Ｒｔｈ(λ)は各々、波長λにおける面内のレター
デーションおよび厚さ方向のレターデーションを表す。本願明細書においては、特に記載
がないときは、波長λは、５９０ｎｍとする。Ｒｅ(λ)はＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたは
ＷＲ（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフィルム法線方向に入射させて
測定される。測定波長λｎｍの選択にあたっては、波長選択フィルターをマニュアルで交
換するか、または測定値をプログラム等で変換して測定するができる。
測定されるフィルムが１軸または２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には、以
下の方法によりＲｔｈ（λ）は算出される。
Ｒｔｈ(λ)は前記Ｒｅ(λ)を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲにより
判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の方
向を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０度まで１０度ステ
ップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定し、その測
定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値および入力された膜厚値を基にＫＯＢ
ＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
　上記において、法線方向から面内の遅相軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデー
ションの値がゼロとなる方向をもつフィルムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角
度でのレターデーション値はその符号を負に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたは
ＷＲが算出する。
　尚、遅相軸を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合にはフィルム面内の任意の方
向を回転軸とする）、任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値と
平均屈折率の仮定値および入力された膜厚値を基に、以下の式（１）および式（２）より
Ｒｔｈを算出することもできる。
【００２０】
【数１】

式（２）
Ｒｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ)／２ － ｎｚ｝ × ｄ
　上記式中、Ｒｅ(θ)は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション値を
あらわし、ｎｘは面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎｙは面内においてｎｘに直
交する方向の屈折率を表し、ｎｚはｎｘおよびｎｙに直交する方向の屈折率を表す。ｄは
膜厚である。
【００２１】
　測定されるフィルムが１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学軸
（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法によりＲｔｈ（λ）は
算出される。
　Ｒｔｈ（λ）は前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲ
により判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－５０度から＋
５０度まで１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて１１
点測定し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値および入力された膜
厚値を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲが算出する。
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　上記の測定において、平均屈折率の仮定値は　ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩ
ＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することができる
。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折計で測定することができる。主
な光学フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：　セルロースアシレート（１．４８
）、シクロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリメチ
ルメタクリレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。これら平均屈折率の
仮定値と膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨまたはＷＲはｎｘ、ｎｙ、ｎｚ
を算出する。この算出されたｎｘ、ｎｙ、ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ
）が更に算出される。
　なお、本明細書では、特に付記がない限りは屈折率の測定波長は５５０ｎｍとする。
【実施例】
【００２２】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。
【００２３】
実施例Ａ
（位相差フィルムの作製）
　シクロオレフィンポリマーの一種である熱可塑性ノルボルネン樹脂のペレット（日本ゼ
オン社製、ＺＥＯＮＯＲ１４２０、ガラス転移点１３７℃）を１００℃で５時間乾燥した
。前記ペレットを押出機に供給し、押出機内で溶融させ、ポリマーパイプ及びポリマーフ
ィルターを経て、Ｔダイからキャスティングドラム上にシート状に押出し、冷却し、厚み
１６０μｍの透明樹脂フィルム１を得た。
【００２４】
この透明樹脂フィルム１を、特開２０１２－０２５１６７号公報の図１に示すような斜め
延伸用テンター延伸機を用いて、延伸温度と延伸倍率を調整して、縦方向および横方向に
延伸し、下記表に示す方向に遅相軸を持ち、かつ、下記表に示すＲｅ（５５０）を発現す
るフィルムを得た。
【００２５】
（偏光板の作製）
　偏光膜は、厚さ８０μｍのポリビニルアルコールフィルムをヨウ素水溶液中で連続して
５倍に延伸し、乾燥して作製した、厚さ２０μｍの直線偏光膜を用いた。
　上記で作成した位相差フィルムの一方の表面およびセルロースアセテートフィルム（フ
ジタックＴＦ８０ＵＬ、富士フイルム製）の一方の表面を、それぞれ、アルカリ鹸化処理
を施した。これらのフィルムのアルカリ鹸化処理をした面を、偏光膜の両面に、接着剤を
用いて貼り合せた。接着剤としては、ポリビニルアルコール（クラレ製ＰＶＡ－１１７Ｈ
）３％水溶液を用いた。
【００２６】
（ＴＮモード液晶表示装置の作製）
　ＴＮ型液晶セルを使用した液晶表示装置（Ｓ２３Ａ３５０Ｈ、サムスン電子（株）製）
に設けられている一対の偏光板を剥がし、代わりに上記偏光板の２枚を、図２に示す構成
となるように、粘着剤を介して、観察者側及びバックライト側に一枚ずつ貼り付けた。
【００２７】
（比較用ＴＮモード液晶表示装置の作成）
　液晶表示装置において、第一の位相差フィルムおよび第二の位相差フィルムの代わりに
、市販のセルロースアセテートフィルム（フジタックＴＦ８０ＵＬ、富士フイルム（株）
製）を採用し、他は同様に行った（比較例２）。
【００２８】
（正面白輝度の評価）
　上記で作製した各液晶表示装置について、測定機“ＥＺ－Ｃｏｎｔｒａｓｔ　ＸＬ８８
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測定し、比較例２の白輝度を１としたときの白輝度として示した。
【００２９】
【表１】

【００３０】
　表では、位相差フィルムとして、上記表に記載の遅相軸角度を有し、かつ、Ｒｅ（５５
０）を有するフィルムを用いたときの白輝度を示している。白輝度は、比較例２を１とし
たときの相対評価である。
　上記表から明らかなとおり、第一の位相差フィルムの遅相軸の角度θが０＜θ＜９０で
あり、かつ、第一の位相差フィルムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５５０）≦５５であ
るとき、白輝度が１を超えており、向上していることが分かる。これに対し、この範囲を
外れるとき、白輝度が１を下回っていることが分かった。
【００３１】
実施例Ｂ
　実施例Ａにおいて、位相差フィルムを下記表に記載のものに変更し、図２の構成となる
ように、貼り合せて、液晶表示装置を作成した。得られた液晶表示装置について、白輝度
、下階調反転および実画像評価について評価した。また、上記比較例２についても、同様
の評価を行った。さらに、上記比較例２において、第一の偏光膜の吸収軸を４５°、第二
の偏光膜の吸収軸を１３５°とし、他は同様に行って比較例１の液晶表示装置を得た。こ
れらの比較例についても、白輝度、下階調反転および実画像評価について評価した。その
結果を下記表に示す。
【００３２】
（階調反転）
　上記で作製した各液晶表示装置にＩＳＯ／ＴＣ１３０／ＷＧ２のＮ１（人物画像）を表
示し、暗室にて目視で下方向（極角３０°）から観察して、表示画像の階調反転を評価し
た。
Ａ：下方向での階調反転が実用上問題ない。
Ｂ：下方向での階調反転が実用上問題ある。
【００３３】
（実画像評価）
　上記で作製した各液晶表示装置にＩＳＯ／ＴＣ１３０／ＷＧ２のＮ１（人物画像）を表
示し、暗室にて目視で正面と斜め方向（極角４５°方位角は任意）から観察して、表示画
像の視野角の広さを評価した。
Ａ：左右どちらの方位角から見ても、階調性と色味の差はほとんどなく、実用上問題ない
。
Ｂ：左右どちらの方位角から見ても、階調性と色味の差が小さく（Ａに該当するものを除
く）、実用上問題ない。
Ｃ：特定の方位角から見ると、階調性と色味の差が悪いため、実用上問題ある。
【００３４】
　各々の結果を下記表に記載した。
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【００３５】
　上記結果から明らかなとおり、本発明の液晶表示装置は、下方向から見た階調反転に優
れ、白輝度が高いことが分かった。
【００３６】
なお、本実施例は第一の偏光膜の吸収軸を０°、第二の偏光膜の吸収軸を９０°に配置
したが、第一の偏光膜の吸収軸を９０°、第二の偏光膜の吸収軸を０°に配置しても同様
の効果が得られた。
【符号の説明】
【００３７】
１ 第一の偏光子
２ 第一の位相差フィルム
３ 第一の液晶セル基板
４ 第二の液晶セル基板
５ 第二の位相差フィルム
６ 第二の偏光子
１１ 第一の偏光子の吸収軸
１２ 第一の位相差フィルムの遅相軸１３ 第一の液晶セル基板のラビング方向
１４ 第二の液晶セル基板のラビング方向
１５ 第二の位相差フィルムの遅相軸
１６ 第二の偏光子の吸収軸
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【図２】

【手続補正書】
【提出日】平成25年8月27日(2013.8.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本発明の液晶表示装置は、第一の偏光膜、第一の位相差フィルム、第一の液晶セル基板
、第二の液晶セル基板、第二の位相差フィルム、および第二の偏光膜を該順に有し、第一
の液晶セル基板と第二の液晶セル基板の間に液晶分子を一方の液晶セル基板から他方の液
晶セル基板に向けて略９０°の角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有し、第一の
偏光膜と第二の偏光膜の吸収軸が互いに直交し、第一の位相差フィルムの遅相軸が第一の
偏光膜の吸収軸に対し、略４５°の角度をなし、第二の位相差フィルムの遅相軸が第二の
偏光膜の吸収軸に対し、略１３５°の角度をなし、第一の位相差フィルムと第二の位相差
フィルムの遅相軸が互いに直交し、第一の位相差フィルムと第二の位相差フィルムの波長
５５０ｎｍにおける面内レターデーション（Ｒｅ（５５０））が同じ値であり、第一の位
相差フィルムのＲｅ（５５０）が、５≦Ｒｅ（５５０）≦５５であることを特徴とする。
このような液晶表示装置を採用することにより、階調反転が起こりにくく、かつ、白輝度
を向上させることができる。一般的に白表示時に偏光膜間の位相差が実質的にλ／２にな
れば最も明るい白輝度が達成できる。しかしながら、本構成の液晶表示装置は略９０°の
角度でツイスト配向させて封入した液晶層を有するため旋光性を有し、さらに、偏光膜の
吸収軸と位相差フィルムの遅相軸が直交でも平行でもないため、複屈折性も有する複雑な
モードである。従って、液晶セルだけで実質的にλ／２の位相差とするのは難しい。そこ
で、本発明では、上述の特定の構成において、位相差フィルムの遅相軸の角度θおよびＲ
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ｅ（５５０）を所定の値とすることにより、偏光膜間の位相差を実質λ／２相当とするこ
とに成功したものである。
　なお、第一の位相差フィルムのＲｅ（５５０）と、第二の位相差フィルムのＲｅ（５５
０）とが同じ値とは、第二の位相差フィルムのＲｅ（５５０）が、第一の位相差フィルム
のＲｅ（５５０）の厳密な数値±５ｎｍ以下の範囲内であることを意味する。この範囲は
、±３ｎｍ未満であることが好ましく、±１ｎｍ未満であることがより好ましい。
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